
第３３号議案 

      平成３０年度芦屋市水道事業会計予算 

  （総則） 

第１条 平成３０年度芦屋市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

  （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

 (1)  給 水 戸 数                                    42,287 戸 

 (2)  年 間 総 配 水 量                                        10,435,000ｍ3

 (3)  一 日 平 均 配 水 量                                             28,589ｍ3

 (4)  主要な建設改良事業

     配 水 施 設 費                                         379,509 千円 

  （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

収            入 

  第１款  水 道 事 業 収 益                                    2,338,703 千円 

第１項 営 業 収 益                                  1,995,729 千円 

第２項 営 業 外 収 益                                     223,874 千円 

第３項 特 別 利 益                                      119,100 千円 

支            出 

  第１款  水 道 事 業 費 用                                    2,266,319 千円 

第１項 営 業 費 用                                  2,148,700 千円 

第２項 営 業 外 費 用                                      96,119 千円 

第３項 特 別 損 失                                       11,500 千円 

第４項 予 備 費                                       10,000 千円 

  （資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額 468,272 千円は，損益勘定留保資金 443,177 千円及

び当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額              25,095 千円で補 するものと
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する。）。 

収            入 

  第１款  資 本 的 収 入                                        349,841 千円 

第１項 企 業 債               321,400 千円 

第２項 固定資産売却代金                             1,800 千円 

第３項 工 事 負 担 金                    1 千円 

第４項 投 資 返 還 金                26,640 千円 

支            出 

  第１款  資 本 的 支 出                                      818,113 千円 

第１項 建 設 改 良 費                                      379,510 千円 

第２項 機 器 費                                      33,547 千円 

第３項 企 業 債 償 還 金                                     195,056 千円 

第４項 投   資   金               200,000 千円 

第５項 予 備 費                10,000 千円 

  （企業債） 

第５条  起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定

める。 

    起債の目的及び限度額  建設改良事業  321,400 千円 

    起債の方法  国又は銀行その他から普通貸借又は証券発行による。 

    利 率       ５.０％以内（ただし，利率見直し方式で借り入れる政府資金及び

地方公共団体金融機構資金について，利率の見直しを行った後におい

ては，当該見直し後の利率） 

    償還の方法  借入れの日から据置期間を含め，３０年以内に毎年度元利均等その        

              他の方法により償還する。なお，借入先の融通条件に変更があるとき  

              は，その融通条件に従う。ただし，財政の都合その他によっては，定 

              額以上を償還し，又は上記利率の範囲内で借換えすることができる。 

  （一時借入金） 

第６条  一時借入金の限度額は，1,000,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおり 

  と定める。 

(1)  営業費用，営業外費用，特別損失 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に 

  流用し，又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を 

  経なければならない。 

 (1)  職員給与費                                         417,590 千円 

 (2)  交 際 費                                                     90 千円 

  （他会計からの補助金） 

第９条  人件費等に充当のため，他会計からこの会計へ補助を受ける金額は，  

22,833 千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条  たな卸資産の購入限度額は，35,477 千円と定める。 

     平成３０年２月２０日提出 

                                               芦屋市長  山 中  健    
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営 業 外 収 益

款

120,349

1,995,729

1,815,725

収 入

59,655

2,338,703

223,874

平 成 ３ ０ 年 度 芦 屋 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

予定額（千円）項 目

託料及び消火栓維持管理負担金等

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

備 考

水道料金収入

修繕工事及び配水管延長等の受託

手数料，下水道使用料徴収事務受

新設，増径給水引込分担金

工事収入

119,100

過 年 度 損 益

固 定 資 産 90

10

売 却 益

特 別 利 益

長期前受金戻入 123,981

10,670雑 収 益

銀行預金利息等

他 会 計 補 助 金

受 取 利 息

22,833

1,285

営 業 収 益

水道事業収益

その他特別利益 119,000

及 び 配 当 金

65,105分 担 金

修 正 益

その他営業収益
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10,000

売 却 損

雑 支 出

10,000

10,000

過年度支出1,500

11,500特 別 損 失

過 年 度 損 益

固 定 資 産

使用水量の検針，料金の調定，徴

用

830

消費税及び地方消費税納付額26,044

424,007 有形固定資産に係る減価償却費

減耗費

送配水に要する設備維持管理及び

151,703 配水補助管，量水器その他給水設

76,321

作業に要する費用

185,562

用

備の維持管理及び作業に要する費

171,694

阪神水道企業団からの受水分賦金

308,960

るまでの設備維持管理及び作業に

要する費用

取水から滅菌の上，浄水に完了す

2,148,700

款 項

水道事業費用

支 出

目 予定額（千円）

96,119営 業 外 費 用

総 係 費 事業活動全般に関する管理に要す

企業債利息等69,245

固定資産の除却損及びたな卸資産1,000

収及びその他業務運営に要する費

業 務 費

る費用

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費

予 備 費

官公署民間受託工事その他受託工128,392

事に要する費用

701,061

備 考

2,266,319

営 業 費 用

原 水 及 び

受 水 費

配 水 費

給 水 費

予 備 費

修 正 損

支 払 利 息 及 び

消 費 税 及 び

企業債取扱諸費

地 方 消 費 税

受 託 工 事 費

浄 水 費
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1
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1
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1

4

1

収 入

資 本 的 収 入

款 項 目 備 考予定額（千円）

売 却 代 金

投 資 有 価 証 券

工 事 負 担 金

量水器等売却代金

有価証券定時償還受入金

1,800

26,640

26,640

1,800

321,400

349,841

321,400

老朽管改良工事等企業債

投 資 返 還 金

企 業 債

固 定 資 産

売 却 代 金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

企 業 債

固 定 資 産

南芦屋浜地区配水管布設工事負担

金等

1

工 事 負 担 金 1
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1

1

1 南芦屋浜地区配水管布設工事等

2

2

1

3

1

4

1

5

1

企業債元金償還金195,056

195,056

有価証券等取得費用

投 資 金 200,000

379,509 配水管改良工事等

1

379,510

支 出

項 目 予定額（千円）款 備 考

資 本 的 支 出 818,113

第 ７ 期 拡 張 費

建 設 改 良 費

企業債償還金

機 器 費

量水器等購入費用33,547

装 置 費

予 備 費 10,000

企 業 債 償 還 金

配 水 施 設 費

機 械 及 び

33,547

投 資 金 200,000

予 備 費 10,000
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１

当年度純利益

減価償却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

その他特別利益

その他

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

負担金収入等

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

有価証券の定時償還受入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

1,800

1,100

369,735

1,285

△ 119,100

平成３０年度芦屋市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

119,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 420,775

業務活動によるキャッシュ・フロー

48,105

424,007

55,993

（単位：千円）

△ 397,962

△ 69,245

△ 123,981

△ 1,285

69,245

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

△ 22,431

38,082

補助金等による収入 1

有価証券の取得による支出 △ 200,000

26,640

△ 569,521
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３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

321,400建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

△ 195,056

126,344

△ 22,402

1,044,964

1,022,562

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
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１　総　括

（単位：千円）

（　）内は，外書きで短時間勤務職員数

（単位：千円）

手

当

の

内

訳

手

当

の

内

訳

給 与 費 明 細 書

区 分
職員数（人） 給 与 費 法 定

福 利 費
合 計

特別職 一般職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計

本

年

度

損 益 勘 定
支 弁 職 員

( 3 )

- 27 - 124,073 5,000 187,667 316,740 47,516 364,256

資 本 勘 定
支 弁 職 員

( 0 )

- 6 - 22,689 - 22,051 44,740 8,594 53,334

合 計
( 3 )

- 33 - 146,762 5,000 209,718 361,480 56,110 417,590

前

年

度

損 益 勘 定
支 弁 職 員

( 3 )

- 28 - 127,448 5,000 148,145 280,593 49,087 329,680

資 本 勘 定
支 弁 職 員

( 0 )

- 8 - 28,452 - 23,476 51,928 11,489 63,417

合 計
( 3 )

- 36 - 155,900 5,000 171,621 332,521 60,576 393,097

比

較

損 益 勘 定
支 弁 職 員

( 0 )

- △ 1 - △ 3,375 0 39,522 36,147 △ 1,571 34,576

資 本 勘 定
支 弁 職 員

( 0 )

- △ 2 - △ 5,763 - △ 1,425 △ 7,188 △ 2,895 △ 10,083

合 計
( 0 )

- △ 3 - △ 9,138 0 38,097 28,959 △ 4,466 24,493

区 分 扶養手当 地域手当 住居手当 通 勤 手 当 特殊勤務手当
時 間 外

勤 務 手 当

休日勤務
手 当

本 年 度 4,950 23,336 4,342 5,754 2,083 23,871 1,671

前 年 度 5,400 24,774 5,265 6,316 2,372 24,303 1,748

比 較 △ 450 △ 1,438 △ 923 △ 562 △ 289 △ 432 △ 77

21,757 67,142

区 分 管 理 職 手 当
管 理 職 員
特別勤務手当

期 末 勤 勉 手 当 児 童 手 当
賞与引当金
繰 入 額

245 47,204 1,994 20,892

退 職
給 付 費

本 年 度 3,840 220 49,816 936

25,854

比 較 △ 1,414 △ 25 2,612 △ 1,058 865 41,288

前 年 度 5,254
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２　給料及び手当の増減額の明細

千円 千円

1

2 %

3

1

2

区 分 増減額 増減額の増減事由別内訳 備 考

給　料 △ 9,138 給与改定等に 162

昇給に伴う 374

増加分

伴う増減分

その他の △ 9,674

増減分  もの

伴う増減分

手 当 38,097 給与改定等に 1,315

増減分

その他の 36,782

説 明

 人事院勧告に基づく

 給与改定

 職員の退職等に伴う

 もの

 職員数の変動等に伴う

 平均定昇率 1.06

 給料表改定

 人事院勧告に基づく

-15-



３　給料及び手当の状況

 　（1）職員１人当たり給与

（単位：円）

短時間勤務職員を除く。

 　（2）初　任　給

（単位：円）

平 均 給 与 月 額

平成３０年１月１日現在

区　　　　　　　分 事 務 職 技 術 職

平 均 給 料 月 額 315,869

平 均 年 齢

512,669

42歳5月

301,928

342,923

45歳9月

415,697 544,880

平 均 給 与 月 額 405,113

平 均 年 齢

平成２９年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 352,487

40歳11月 46歳5月

大　学　卒 185,200 185,200

区　　分 事務・技術職
一般会計の制度

事務・技術職

高　校　卒 155,600 155,600
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 （3）級別職員数

（　）内は，外書きで短時間勤務職員数

7.7

５級
3.6

7.1
４級４級

平成３０年１月１日現在

５級

区 分 ５ 級

平成２９年１月１日現在

５級

11.1

区 分
事 務 職 技 術 職

級 職員数(人)

標準的な職務内容

部 長

構 成 比 (%)

５級
3.81

４級

級 職員数(人) 構 成 比 (%)

４級
20.0 3.82

特３級 特３級

３級 ３級
5

( 11.6 )

50.0 50.0

２級 ２級
20.0 15.4

１級 １級
10.0 7.7

2

50.0

計 計
(   3) ( 11.6 )

100.0 88.4

３級

１級

17.9

( 10.7 )

7.1
特３級 特３級

３級
(   3)

１級

２級 ２級

1455.6

2

技 師 補

11.1

( 10.7 )

3.61

5

89.3
計

(   3)

100.09 25

22.2

1

10

1

5

1

1

2

13

4

2

23

(   3)

2

2

1

４ 級 特 ３ 級 ３ 級 ２ 級

計

１ 級

主 事 補課 長

主 幹

課 長 補 佐

主 席 係 長

主 事

技 師

主 席 主 査

主 席 主 任

係 長

主 査

主 任
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（4）普通昇給

短時間勤務職員を除く。

（5）特殊勤務手当

区　　　　　分

昇 給 に 係 る

職　　員　　数
（Ｂ）

本

年

度

職　　員　　数 （Ａ） （人）

比率（Ｂ）/（Ａ）

昇 給 に 係 る

職　　員　　数
（Ｂ）

（Ａ） 25

区　分

給料総額に対する比率

21,453 

（％）

比率（Ｂ）/（Ａ）

前

年

度

職　　員　　数

（円）
（平成３０年１月１日現在）

支給対象職員の比率
（％）

（平成３０年１月１日現在）
27.78 

代表的な特殊勤務手当の名称

合　　　計

支給対象職員１人当たり平均支給月額

（人）

（人）

（％）

事 務 職 技 術 職

21 8 13

33 10 23

（人）

（％） 63.6 80.0 56.5

77.8

21 7 14

61.8

38.46 

34 9

交 替 制 勤 務 手 当 ， 待 機 手 当

56.0

全 職 種 事 務 職 技 術 職

1.83 

0 21,453 

0.00 

0.00 2.51 

-18-



（6）期末手当・勤勉手当

（　）内は，再任用職員

（7）定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

（8）その他の手当

一 般 会 計 の 制 度

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）

職制上 の段 階，
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月（月分） １２月（月分）

本 年 度
（ 1.075

4.400

） （ 1.225 ） （ 2.300

2.250

）
有

2.125 2.275

4.300
前 年 度

（ 1.050 ） （ 1.200 ） （

）

）
有

2.075 2.225

（ 1.075 ） （ 1.225 ） （ 2.300

そ の 他 の
加 算 措 置 等

有
2.125 2.275 4.400

25.55625 34.5825 49.59 49.59

区 分
２０年勤続の者
（ 月　分 ）

２５年勤続の者
（ 月　分 ）

３５年勤続の者
（ 月　分 ）

最 高 限 度
（ 月　分 ）

  定年前早期退職
  特例措置
 （2%～45%加算）

一般会計
の 制 度

定 年 ・
定 年 前
早期退職

同 同 同 同 同

支給率等
定 年 ・
定 年 前
早期退職

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 -

通 勤 手 当 同 -

地 域 手 当 同 -

住 居 手 当 同 -
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(５) その他流動資産 500

流 動 資 産 合 計 1,143,736

資 産 合 計 13,161,318

貸 倒 引 当 金 △ 15,571 65,250

(４) 貯 蔵 品 28,784

(３) 有 価 証 券 26,640

12,017,582

２ 流 動 資 産

(１) 現 金 預 金 1,022,562

(２) 未 収 金 80,821

有形固定資産合計 11,284,215

(２) 投 資 733,367

固 定 資 産 合 計

減価償却累計額 △ 74,346 45,296

建 設 仮 勘 定 1

減価償却累計額 △ 21,352 3,620

工具器具及び備品 119,642

減価償却累計額 △ 1,658,154 436,718

車 両 運 搬 具 24,972

減価償却累計額 △ 7,562,244 9,453,703

機 械 及 び 装 置 2,094,872

減価償却累計額 △ 149,757 631,845

構 築 物 17,015,947

土 地 713,032

建 物 781,602

（単位：千円）

平 成 ３ ０ 年 度 芦 屋 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資 産 の 部

１ 固 定 資 産

(１) 有 形 固 定 資 産
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負 債 資 本 合 計 13,161,318

利 益 剰 余 金 合 計 49,457

剰 余 金 合 計 615,001

資 本 合 計 5,133,161

(２) 利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 60,000

当 年 度 未 処 理欠 損金 10,543

受贈資産評価額 102,483

工 事 負 担 金 430,261

資 本 剰 余 金 合 計 565,544

２ 剰 余 金

(１) 資 本 剰 余 金

他 会 計 補 助 金 4,594

国（県）補助金 28,206

繰 延 収 益 合 計 2,388,393

負 債 合 計 8,028,157

資 本 の 部

１ 資 本 金 4,518,160

(１) 長 期 前 受 金 5,789,491

(２) 収 益 化 累 計 額 △ 3,401,098

(４) 賞 与 引 当 金 21,757

流 動 負 債 合 計 467,880

３ 繰 延 収 益

(２) 未 払 金 113,849

(３) 預 り 金 128,559

固 定 負 債 合 計 5,171,884

２ 流 動 負 債

(１) 建設改良企業債 203,715

(２) 退職給付引当金 273,776

(３) 修 繕 引 当 金 36,560

負 債 の 部

１ 固 定 負 債

(１) 建設改良企業債 4,861,548
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注記

１ 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券 償却原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法

(3) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

    (ｱ) 減価償却の方法 定額法による。

    (ｲ) 主な耐用年数

     建物       １０年～５０年

     構築物      ４０年～５８年

     機械及び装置    ５年～１６年

     車両運搬具     ３年～ ５年

     工具器具及び備品  ５年～２０年

(4)  引当金の計上方法

  ア 退職給付引当金

    職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末における退職手当の要支給額

に相当する額を計上している。なお，他会計が負担すると見込まれる額を除き，

水道事業が負担すると見込まれる額を計上している。

  イ 賞与引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見

込額に基づき，当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を

計上している。

    また，職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費相当額について，当年

度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を賞与引当金に含めて

計上している。 

ウ 貸倒引当金

    債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率に

より，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収

不能見込額を計上している。
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(5) 消費税及び地方消費税の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表等関連

(1)引当金の取崩し

退職給付引当金の取崩し

  平成３０年度において，退職手当として９，０１４千円を支給する見込みである

ため，退職給付引当金９，０１４千円を取り崩している。

３ セグメント情報の開示

    芦屋市水道事業では，水道事業の単一セグメントであるため，記載を省略して

いる。

４ その他の注記

  新会計基準移行に係る経過措置

 修繕引当金に関する経過措置

    平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前

の例により取り崩すこととする。
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１

２

３

４

５

資 産 減 耗 費

給 水 費

受 託 工 事 費

営 業 外 収 益

分 担 金

(４)

(５)

(６)

(７)

平成２９年度芦屋市水道事業予定損益計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

668,918

252,725

149,481

79,509

154,225

172,297

2,109,300

324,917

484,692

146,453

11,856

55,033

928 71,448 130,206

10,586 201,654

55,280 1,784,383

70,520

164

1,564,787

営 業 損 失

164,316

1,000

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

194,711

90

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

営 業 収 益

その他営業収益

(１)

(２)

(３)

営 業 費 用

原水及び浄水費

受 水 費

配 水 費

(１)

(２)

(３)

雑 収 益

営 業 外 費 用

(３)

(５)

雑 支 出

特 別 利 益

経 常 損 失

(１) 支 払 利 息 及 び

(２)

(１)

企業債取扱諸費

固定資産売却益

（単位：千円）

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

(４) 長期前受金戻入 124,015

(８)

(９)

(１)

(２)

-24-



６

７

800

139,952

過年度損益修正益

139,062

136,063

2,037 2,037

58,648

58,648

1,852 1,852

(２)

(１)

(３) そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

0前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

過年度損益修正損

(１)

予 備 費

予 備 費

当 年 度 純 損 失
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(５) その他流動資産 500

流 動 資 産 合 計 1,140,707

資 産 合 計 13,013,774

貸 倒 引 当 金 39,819

(４) 貯 蔵 品 28,784

△ 18,571

(３) 有 価 証 券 26,640

11,873,067

２ 流 動 資 産

(１) 現 金 預 金 1,044,964

(２) 未 収 金 58,390

有形固定資産合計 11,313,060

(２) 投 資 560,007

固 定 資 産 合 計

減価償却累計額 △ 58,367 61,275

建 設 仮 勘 定 1

減価償却累計額 △ 19,828 5,144

工具器具及び備品 119,642

減価償却累計額 △ 1,609,314 470,127

車 両 運 搬 具 24,972

減価償却累計額 △ 7,236,019 9,417,897

機 械 及 び 装 置 2,079,441

減価償却累計額 △ 136,018 645,584

構 築 物 16,653,916

土 地 713,032

建 物 781,602

（単位：千円）

平 成 ２ ９ 年 度 芦 屋 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資 産 の 部

１ 固 定 資 産

(１) 有 形 固 定 資 産
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剰 余 金 合 計 566,896

資 本 合 計 5,085,056

負 債 資 本 合 計 13,013,774

(２) 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理欠 損金 58,648

利 益 剰 余 金 合 計 1,352

減 債 積 立 金 60,000

受贈資産評価額 102,483

工 事 負 担 金 430,261

資 本 剰 余 金 合 計 565,544

２ 剰 余 金

(１) 資 本 剰 余 金

他 会 計 補 助 金 4,594

国（県）補助金 28,206

繰 延 収 益 合 計 2,512,373

負 債 合 計 7,928,718

資 本 の 部

１ 資 本 金 4,518,160

(１) 長 期 前 受 金 5,789,490

(２) 収 益 化 累 計 額 △ 3,277,117

(４) 賞 与 引 当 金 20,892

流 動 負 債 合 計 420,274

３ 繰 延 収 益

(２) 未 払 金 75,767

(３) 預 り 金 128,559

２ 流 動 負 債

(１) 建設改良企業債 195,056

(３) 修 繕 引 当 金 36,560

固 定 負 債 合 計 4,996,071

(２) 退職給付引当金 215,648

負 債 の 部

１ 固 定 負 債

(１) 建設改良企業債 4,743,863
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